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判例研究
猟銃殺傷事件国家賠償請求訴訟
(宇都宮地判平成19年月24日判時1973号109頁、判タ1255号209頁)
筑 紫 圭 一
Ⅰ．事案
加害者Ａと被害者Ｂは、1980年頃から20年来のトラブルを抱えていた。Ｂ
は、Ａの嫌がらせについて、市民相談係や地方法務局人権擁護係などに相談
し、98年以降は近所の交番や警察署にも相談していた。Ｂは、2001年月23
日、Ａが運転する車に轢かれそうになったと警察署に通報した（以下「轢過事
件」という。なお、刑事事件として立件されてはいない。）。全体的に見ると、
98年以降に警察官の出動を要するトラブルが回発生しており、00年からトラ
ブルの程度や頻度は増していた。
こうした状況において、Ａは02年月日、Ｙ県公安委員会から銃砲刀剣類
所持等取締法（平成14年法律第43号による改正前のもの。以下「銃刀法」とい
う。）条に基づく猟銃所持許可（以下「本件許可処分」という。）を受けた。
Ｙ県は、銃所持許可申請の処理を警察署長の専決事項としていたため、警察官
Ｃらが本件許可処分に関する実質的な審査を担当した。Ａの身元調査表を作成
した警察官Ｄは、Ａの性格について「穏和であり、粗暴性は認められない」と
記す一方で、ＡＢ間の長年のトラブルを念頭に「許可については熟慮を要す
る」という意見（以下「熟慮意見」という。）を付した。こうした熟慮意見が
報告されたのは約10年間で初めてであったものの、Ｃは、①ＡＢ間のトラブル
は隣近所の諍いにすぎないこと、②半年間トラブルの相談がなかったこと、③
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Ａの性格に粗暴性が認められないことを重視して、Ａに対する銃所持許可を相
当とする意見を署長に具申した。しかし、本件許可処分から約ヶ月後の同年
月日、Ａは、猟銃を発砲してＢを射殺し、Ｂの義妹であるＸに重傷を負
わせた上で、自殺をした。
本訴は、Ｂの遺族Ｘと被害者Ｘらが、国家賠償法条項に基づき、本
件許可処分をしたＹ県に対して提起した損害賠償請求訴訟である。なおＸら
は、公安委員長と警察官個人に対する損害賠償請求訴訟も提起しているもの
の、従来の最高裁判例（最三判昭和30年月19日民集	巻号534頁など）に
従って請求は棄却された。本稿では、この点に関する検討を割愛する。
Ⅱ．判旨：一部認容・一部棄却（控訴）
．違法性
⑴ 「銃刀法は、殺傷を目的とする凶器である銃砲刀剣類及びこれらに類す
る物件を所持、使用することなどにより生ずる危険性に鑑み、その危害を予防
し、国民の生活の安全を図ることを目的として、銃砲等の所持を一般的に禁止
する等必要な規制を定めているものであるから、個々人の生命及び身体という
個別的利益を保護する趣旨を含むと解され、銃刀法上の所持許可処分にかかる
公務員の職務行為が国家賠償法条項の適用上違法となるかどうかは、許可
処分の法的要件充足性の有無のみならず、被侵害利益の種類、性質、侵害行為
の態様及びその原因、当該処分の発動に対する被害者側の関与の有無、程度並
びに損害の程度等諸般の事情を総合的に考慮して、当該公務員の当該処分に至
る過程における行動が個別の国民に対して負う職務上の法的義務に違背したか
否かにより決すべきである。」
⑵ 「本件不許可処分は、重要な事実の誤認により事実の基礎を欠くもので
あり、欠格事由に該当しないことという銃刀法上の銃所持許可要件を充足しな
いものであったというべきである。」
⑶ 「本件許可処分により侵害される被侵害利益が、生命及び身体という、
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極めて重要で一度失われると回復不能な法益であること、本件許可処分は、殺
傷を目的に製作された凶器である猟銃の所持を許可するという一般的に危険性
の高いものであること、被害者であるＢ及び原告Ｘは、ＡとＢとのトラブル
が通常の隣近所の諍い程度のものであり、Ａは穏和で粗暴性はないというよう
な、判断の基礎とされた重要な事実の誤認につながる情報の提供はしておら
ず、むしろ、Ｂは、ＡがＢに危害を加えるおそれがあることを窺わせる事実に
つき情報を提供していたこと、本件許可処分により生じた損害は、Ｂの死亡、
原告Ｘの負傷及び後遺症、それらの親族の精神的苦痛等極めて甚大であるこ
と、他方で、銃所持が許可されることによりＡが得る、猟銃を所持及び使用で
きるという利益は保護するに値しないものであり、一般的にも、享受できなか
ったからといって支障のあるものとはいえないことが認められる。
そして、本件許可処分がその要件を充足しないものであったことに加え、
……本件許可処分が行われた原因が事実の調査及び検討の懈怠にあることを考
慮すれば、……本件許可処分の審査における職務行為には、国家賠償法条
項にいう違法があったというべきである。」
．過失
認定事実によれば、「Ａは、銃をＢへの加害に用いるために本件許可申請を
行ったものであり、Ｙにおいても、前記調査及び検討の懈怠がなければ、本件
許可処分をした場合には、Ｂに対して本件猟銃による攻撃が行われるおそれが
あることを予見し得たというべきである。
また、Ａ宅及びＢ宅が住宅街に位置し、近隣に多くの住民が居住していたこ
とからすれば、ＡがＢへの攻撃を行うに際して、居合わせた近隣の住民に対し
ても、攻撃への妨害を排除すべく、あるいは、興奮のあまり、銃口を向けるこ
とは十分想定し得るものというべきであり、……Ｘを含めた近隣住民に対す
る攻撃が行われるおそれについても、予見することができたというべきであ
る。……
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そして……本件許可処分の審査過程における、号の欠格事由が認められな
いとの判断は、事実の基礎を欠くとともに社会通念に照らして妥当性を欠くこ
と、本件許可処分がされた原因が事実の調査及び検討の懈怠にあることを考慮
すれば、……過失があったと評価される。」
．因果関係
「本件許可処分により侵害される被侵害利益が、生命及び身体という、極め
て重要で一度失われると回復不能な法益であること、本件許可処分の審査過程
における、号の欠格事由が認められないとの判断は社会通念に照らして著し
く妥当性を欠くことに照らし、［警察官Ｃら］の職務行為の違法及び過失の程
度は相当大きいものであることをも考慮すると、［警察官Ｃら］の違法行為と、
Ｂの死亡及び原告Ｘの障害との間には相当因果関係があると認めるべきであ
る。」
Ⅲ．評釈
．問題の所在
本判決は、銃刀法上の猟銃所持許可を得た者が起こした猟銃殺傷事件につ
き、右許可を与えた県に対する国家賠償請求を認めた初の事例であり、注目に
値する。従来の判例は、同種の事件で地方公共団体の国家賠償責任を否定して
いた。たとえば、①名古屋地判昭和44年10月31日判時594号82頁（精神分裂病
者が起こしたライフル銃死傷事件につき、ライフル銃所持許可をした公共団体
に対する損害賠償請求を棄却した事例）、②大阪地判昭和55年月24日判時978
号72頁（行きずりの理由なき猟銃射殺事件につき、猟銃所持許可をした公共団
体に対する損害賠償請求を棄却した事例）がある。なお、本件については、
2008年月16日に東京高裁において、Ｙ県が遺族側に対して審賠償額と同じ
4700万円を支払うことで和解が成立した。和解条項には、Ｙ県が本件事件を重
く受け止め銃砲許可の一層の厳正運用に努めることなどが盛り込まれたという
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（毎日新聞http://mainichi.jp/area/tochigi/news/20080517ddlk09040063000c.h
tml（2008/07/08））。
最初に、本件に関係する範囲で、銃刀法の規制制度を確認しておく。銃刀法
は、銃砲の所持や使用等に関する「危害予防上必要な規制」について定める
（条）。同法は、銃砲の所持を一般的に禁止しており（条）、猟銃を所持し
ようとする者は、個別的に都道府県公安委員会の許可を受ける必要がある（
条項）。ただし、許可申請者が欠格事由に該当する場合には、公安委員会は
許可をしてはならない（条項）。本件では、許可申請者が「他人の生命若
しくは財産又は公共の安全を害するおそれがあると認めるに足りる相当な理由
がある者」（同条同項号。以下「号の欠格事由」という。）に該当するかど
うかが問題となった。
本件の中心的な争点は、本件許可処分に国家賠償法上の違法性が認められる
かどうかである。そこで本評釈も、違法性に関する判断に重点を置いて分析す
ることとしたい（なお、民法711条に関する議論については、田井義信「判批」
判例評論591号17頁が詳しい。）。以下では、本件事案の特徴⑵、違法性判断の
枠組み⑶、違法性判定の考慮事項⑷、号欠格事由に関する裁量と調査義務
⑸、本判決の位置づけ⑹について検討する。
．本件事案の特徴
国の損害賠償責任には、①相手方に不当な打撃を与えたことを理由とする
「危険責任」と②他者が作り出す危険から第三者を適切に保護しなかったこと
を理由とする「危険防止責任」がある（古城誠「権限不行使と国家賠償責任」
國井和郎編『新・現代損害賠償法講座・使用者責任ほか』271頁（日本評論
社、1997年））。このうち本件は、②危険防止責任の事例として整理できよう。
なぜならば本件では、形式的には猟銃所持許可処分という権限行使の違法が争
われているものの、実質的には第三者の利益を十分に保護しなかったという規
制権限不行使の違法が争点化しているからである（北村和生「判批」速報判例
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解説─ TKCローライブラリー行政法 No.14・、頁、野呂充「判批」受験
新報2007年12月号28頁）。
一般論として、危険防止責任は、危険責任と比較して認められにくい。その
理由は、国は被害者に直接の打撃を与えたわけでなく、独立の加害者が加える
打撃を防止しなかっただけだからである。従来の判例は、危険防止責任を否定
する根拠として、反射的利益論と行政便宜主義という理論を用いてきた。反射
的利益論とは、国が規制権限を行使して危険を防止することは、行政上の義務
であっても被害者に対する義務ではなく、被害者が危険を防止してもらう利益
は、反射的利益にすぎないという理論である。行政便宜主義とは、被害者との
関係では規制を行うかどうかは行政庁の自由であり、規制を行わないという裁
量行使が違法となることはないという議論である。このような一般理論は徐々
に克服されてきたものの（たとえば、筑豊じん肺訴訟最三判平成16年月27日
民集58巻号1032頁。同事件につき、清水晶紀「判批」自治研究82巻号133
頁を参照。）、規制権限不行使の違法性を認めた本判決は、今なお希少な事例と
して注目に値しよう。以下では、こうした本判決の特徴を踏まえて評釈を行
う。
．違法性判断の枠組み
⑴ 国家賠償法の保護範囲論（反射的利益論）
本判決はまず、銃刀法が「個々人の生命及び身体という個別的利益を保護す
る趣旨を含む」と解釈した（判旨⑴）。その根拠としては、同法が「国民の
生活の安全を図ることを目的として、銃砲等の所持を一般的に禁止する等必要
な規制を定めている」点を挙げている。このように本判決が最初に銃刀法の趣
旨に言及したのは、被害者の生命身体という利益が反射的利益ではなく、国家
賠償法上保護に値する利益であることを確認するためであろう（前掲・北村
「判批」頁）。そこでここでは、①反射的利益論と②銃刀法の保護法益につ
いて検討する。
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第一に、反射的利益論について検討する。規制権限不行使に関する従来の判
例は、原告の被侵害利益が国家賠償法上保護に値する利益かどうかを論じてき
た。最高裁は、宅建業法事件（最二判平成元年11月24日民集43巻10号1169頁）
において、宅建業法が「免許を付与した宅建業者の人格・資質等を一般的に保
証し、ひいては当該業者の不正な行為により個々の取引関係者が被る具体的な
損害の防止、救済を制度の直接的な目的とするものとはにわかに解し難く、か
かる損害の救済は一般の不法行為規範等に委ねられている」とした。つまり、
宅建業法上の免許処分が適切に行われることで取引業者が受ける利益は、原則
として国家賠償法上保護に値しないというわけである（宇賀克也・別冊ジュリ
スト182号456頁）。下級審判例にも、原告の利益が国家賠償法上保護に値しな
い利益であるとして請求を棄却したものが存在する。たとえば、静岡地判昭和
58年月日訴訟月報29巻11号2013頁（労働安全衛生法関係法令は労働者の生
命身体を保護するものであり、規制により事業者が享受する経済的利益は事実
上の利益にすぎないとした事例）がある。本判決は、こうした判例理論を念頭
に、本件原告の利益が国家賠償法の保護対象利益であるかどうかを最初に確認
したものと解される（なお、国家賠償法上の保護範囲外利益を「反射的利益」
と呼ぶことには批判がある。それは、国家賠償法上の保護利益論と取消訴訟上
の反射的利益論とが異なった問題を論じており、両分野で反射的利益論という
語を用いると混乱が生じるからである。前掲・古城論文277頁参照）。
第二に、銃刀法の保護法益ついて分析する。従来の判例は、銃刀法の規制で
確保される安全を国家賠償法上の保護対象利益であると解している。たとえば
最高裁は、ナイフ傷害事件（最三判昭和57年月19日民集36巻号19頁）で、
酩酊して警察署に連行されてきた直接の加害者に対して、警察官が銃刀法24条
の第項に基づくナイフ一時保管措置をとらなかったことにつき、職務上の
義務違反を認めて、被害者の自治体に対する損害賠償請求を認容した。また、
名古屋地裁平成18年月28日判例時報1955号74頁（所持許可の失効した散弾銃
の仮領置を定める銃刀法条項違反が争われた事例）も、「銃刀法は、銃砲
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等の所持、使用等に関する危害予防上必要な規制を行い、もって、人の生命、
身体のなどの安全を図ることがその重要な目的となっている」ことに着目し、
被告側の反射的利益論を明示的に否定している。このように、銃刀法の保護法
益に関する本判決の解釈は、従来の判例を踏襲するものと評価できよう。
⑵ 違法性判断の基準
本判決は、本件許可処分の国家賠償法上の違法性を判断する上で、①許可要
件充足性の有無、②被侵害利益の種類や性質、③侵害行為の態様とその原因、
④当該処分の発動に対する被害者側の関与の有無と程度、⑤損害の程度を総合
的に考慮している（判旨⑴）。
ここで第一に注目すべき点は、本判決が「許可要件充足性の有無」だけで違
法性を判断せず、取消訴訟上の違法性と国家賠償訴訟上の違法性を区別したこ
とである。こうした取消訴訟と国家賠償訴訟の違法性を区別する考え方は、従
来の判例にみられる。たとえば最高裁は、宅建業法事件において、「知事等に
よる免許の付与ないし更新それ自体は、法所定の免許基準に適合しない場合で
あっても、当該業者との個々の取引関係者に対する関係において直ちに国家賠
償法条項にいう違法な行為に当たるものではない」とした。この立場は、
「職務行為基準説」（違法性二元説）と呼ばれる。同説の特徴は、被害者に対
する権限行使義務を個別具体的に設定するため、各事案の過失判断を違法性の
判断に含めて行う点にある。
ただし他方で、取消訴訟と国家賠償訴訟の違法性を同一視する「公権力発動
要件欠如説」（違法性一元説）も存在し、「行政処分」の国家賠償法上の違法性
については、同説が支配的であるといわれる（宇賀克也『行政法概説Ⅱ 行政
救済法』369頁（有斐閣、2006年）。たとえば、最判平成年月	日民集45巻
号1049頁）。職務行為基準説と公権力発動要件欠如説の大きな違いは、無過
失の事案において、前説であれば職務行為の違法はないとされるのに対し、後
説であれば行政処分の違法性が認定される点である。そのため学説の多数も、
国家賠償法制度の法治主義確保機能を高めうる公権力発動要件欠如説を支持し
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ている（北村和生「国家賠償における違法と過失」芝池義一＝小早川光郎＝宇
賀克也編『行政法の争点［第版］』78、81頁（有斐閣、2004年）。）。したがっ
て形式的には「猟銃所持許可処分」の適法性が争われた本件では、公権力発動
要件欠如説を採ることも十分に考えられたであろう（本判決は、本件許可処分
につき、公権力発動要件欠如説上の違法性も認定しており（判旨⑵）、端的
に同説を採用することも可能であろう。）。
それでもなお本判決が職務行為基準説を採用した理由としては、①本件事案
が実質的に権限不行使の事例であること（前掲・北村「判批」頁）、②号
所定の「おそれ」に関する判断が「予見可能性（過失の一要件）」の判断と重
複することが考えられよう。ただし本判決が、あえて職務行為基準説を採用し
つつ、さらに違法性と過失を別個に判断している点については（判旨）、理
解が難しい。先に説明したとおり、本判決が参考にしたと推察される宅建業法
事件の最高裁が過失の有無を独立して判断してはおらず、学説も「過失の判断
は、違法性の判断に吸収される構造となっている」と理解しているからである
（前掲・古城論文276頁）。「処分要件を充足しない処分をしたことについての
注意義務違反は違法性の問題とし、第三者に危害が加えられることについての
予見可能性は過失の問題として処理する」という整理が一応可能であるとして
も（前掲・野呂「判批」29頁）、やや理解が困難な構成である。
第二に留意すべきは、本判決の説明が、「規制権限不行使」の違法性判断の
枠組みとしても、従来とはやや異なる点である。典型的な権限不行使の事例で
は、権限行使に効果裁量がある場合でも一定の状況では行政庁に作為義務が生
じることを説明する必要があり（行政便宜主義の克服）、従来の判例は「裁量
権消極的濫用論」や「裁量権収縮論」という説明を用いてきた。最高裁判例が
用いる前者の説明は、根拠規定の趣旨目的や権限の性質等に照らして、具体的
事情の下で規制権限を行使しなかったことが著しく不合理でないかを問うもの
である（前記宅建業法事件）。下級審判例が採用してきた後者は、①被侵害利
益の重大性、②予見可能性、③結果回避可能性、④補充性、⑤期待可能性とい
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った要件が満たされる場合には、行政は一定の権限行使を義務づけられると説
明する（東京スモン訴訟東京地判昭和53年月日判時899号48頁等を参照。）。
両説に実質的な違いはないと考えられているものの、裁量権消極的濫用論に対
しては具体的な違法判断基準を示さない点で批判があり、裁量収縮論に対して
は根拠規範と無関係の考慮がなされうる点や行政機関の長く複雑な判断過程の
合理性を審査する場合には適切な判断手法でない点で批判がある（山本隆司＝
金山直樹・法協122巻号1114頁以下。島村健・別冊ジュリスト182号463頁も
参照。）。本判決は、裁量収縮論を明示的に採用していないものの、様々な考慮
事項を挙げている。また他方で、要件充足性の判断に関する審査においては、
Ｙ県側の判断過程の合理性を精査しており、興味深い。
．違法性判定の考慮事項
本判決で実質的に重要な判断は、本件事実関係の下で国家賠償法上の違法性
を認めたことである。本判決は、違法性を認定する上で、次の事情を総合的に
考慮した。すなわち、①本件の被侵害利益が、生命身体という極めて重要で回
復不能な法益であること、②本件許可処分は、殺傷目的の凶器である猟銃の所
持を許可するという一般的に危険性の高いものであること、③Ｂは、ＡがＢに
危害を加えるおそれがあることを窺わせる事実につき情報を提供していたこ
と、④本件許可処分により生じた損害が極めて甚大である一方で、銃所持許可
によってＡが得る猟銃所持の利益は保護に値しないものであり、一般的にも享
受できないと支障がある利益とはいえないこと、⑤本件許可処分が許可要件を
充足しないものであったことに加え、⑥本件許可処分が行われた原因が事実の
調査検討の懈怠にあること、といった事情である（判旨⑶）。
本判決が挙げる①②④の考慮事項は、裁量収縮論では「被侵害利益の重大
性」や「期待可能性」を判断する際の考慮事項であり、これらは、Ｙ県が負う
危険防止義務の水準を高める機能を果たしていると解される（前掲・古城論文
283頁を参照。）。とりわけ本判決は、被侵害利益の重要性（①）やＡが得る利
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益の重要性の低さ（④）を強調している。国家賠償請求を棄却した宅建業法事
件の最高裁は、損害が取引上の利益であった点を重視して、規制権限の不行使
が著しく不合理ではないと判示した（古城誠「判批」判例評論383号55頁）。両
判決で結論に差が生じた理由をこの点に求めることも可能であろう（ただし、
大和都市管財事件大阪地判平成19年月日判例時報1974号頁は、抵当証券
業者に対する監督権限を適切に行使しなかったために第三者が財産損害を被っ
た事案で、国家賠償を認めた。同事件については、小幡純子「判批」判例評論
594号頁を参照。）。以下では、要件充足性の判断と調査義務違反について検
討する。
．号欠格事由規定に関する裁量と調査義務
本件では、号の欠格事由規定について興味深い審査が行われた。本判決
は、①同号の認定に広範な裁量を認めて裁量審査を行うことを明らかにし、②
同号の欠格事由要件を満たすには「抽象的危険」を認定すれば足りると判示し
た上で、③厳密な裁量審査を行っている。以下では、これらの点について順に
検討を加える。
第一に、本判決は、号の欠格事由規定が行政庁に広い裁量を与えているこ
とを認めた上で、同号の要件充足性の判断について裁量審査をすることを明ら
かにした。すなわち、①銃刀法の目的、②銃砲等の所持が一般的に禁止されて
いること、③号の規定が法目的を実現するために「おそれ」「認めるに足り
る相当な理由がある者」と不許可の幅を広げる意味で認定者の要件該当判断の
裁量を広く認めていることに照らせば、「号の欠格事由に該当しないとして
銃所持を許可する判断については、判断の基礎とされた重要な事実に誤認があ
ること等により事実の基礎を欠くか、又は事実に対する評価が合理性を欠くこ
と等により判断が社会通念に照らし妥当性を欠く場合に、裁量権の逸脱又は濫
用があったものとして、処分要件の充足性を欠くというべきである」とする
（判時1973号126─27頁）。この表現自体は、緩やかな裁量審査をした判例でも
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用いられてきたものの、後述するように本判決は、行政庁の判断過程を精査し
ている（前掲・田井「判批」19頁は、本判決の「詳細な事実の徹底的な分析・
認定」を指摘する。）。
第二に、本判決は、「号の欠格事由の規定が不許可の幅を広げる意味で認
定者の要件該当判断の裁量を広く認めていることからすれば、同号に該当する
と判断するには、他人の生命若しくは財産又は公共の安全を害する抽象的危険
性の存在をもって足りる」とした。これは、拒否事由を緩やかに解する趣旨で
あり、従来の判例と異なる。たとえば、前記大阪地判昭和55年月24日判時
978号84─85頁は、号の規定が「抽象的な不確定概念」であり、「ある程度解
釈に巾があって選択の余地が残る」としていた。すなわち本判決と比較する
と、不許可をする裁量の余地を比較的狭く解し、認定すべき危険性の程度も明
言していなかった（さらに結論として、許可申請者に有利な解釈適用をしたこ
とが「あながち不当な解釈態度とはいえない」とした。）。
この点についてＹ県側は、銃刀法解説書（警察庁保安部保安課編集）と猟銃
等取扱読本（警察庁生活安全局銃器対策課監修）の説明に照らし、他人の生命
若しくは財産又は公共の安全を害する「現実的危険性及び明白性」が必要であ
る、と主張していた。これは、拒否事由を厳しく限定的に解する趣旨であろう
（Ｙ県警担当課に電話質問したところによると、当時の号の欠格事由に関す
る審査基準（94年制定）は「相当な理由」について「過去において殺人、強盗
等の犯罪を犯し、かつ、再犯のおそれがある場合等」としていたという。これ
は、警察庁のモデル審査基準と同一の内容であり、インターネットで公開され
ている審査基準を調査した限り、他の県警も同様の取扱いをしているようであ
る。）。こうしたＹ県側の解釈は、銃刀法が銃刀類の所持という個人の自由を制
限するものであるから警察権力の規制を最小限にすべきであるという、伝統的
な警察消極の原則の影響を受けていると推察される。また、号の「他人の生
命……を害するおそれがあると認めるに足りる相当な理由のある者」という規
定が、警察側で他人の生命を害するおそれを積極的に立証できなければならな
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いと解釈される書き方をしている点（前掲・阿部論文	頁）も影響しているで
あろう。さらに、抽象的な危険性の存在だけで不許可処分をすると、許可申請
者が訴訟を提起するという懸念もあるかもしれない。
これらの事情に照らせば、本判決が号の欠格事由要件該当性に関して抽象
的危険で足りると解釈した点は、特筆に値しよう。この解釈については、学説
の支持がある（前掲・北村「判批」頁は、①欠格事由の規定の仕方、②諸外
国と異なり日本では銃の所持が厳しく制限されていること、③銃による国民の
生命身体への危険性から、銃刀法条項号の欠格事由該当を広くとる解釈
を採用することは可能であろうとする。また、前掲・阿部論文頁も、同様の
理由から「銃刀法条項号の規定は、解釈論のレベルでも、拒否事由をで
きるだけゆるやかに解釈すべきである」と指摘していた。）。ただし新聞報道に
よると、本件は高裁で和解が成立したものの、「東京高裁の青柳馨裁判長が
『具体的危険性が必要だ』と述べ、判決言い渡しになった場合、審判決を大
幅に見直す可能性を示唆した」という（毎日新聞http://mainichi.jp/area/tochi
gi/news/20080517ddlk09040063000c.html（2008/07/08））。
第三に、本判決は、こうした解釈を前提として、次のような裁量審査をし
た。すなわち、①本件許可処分の基礎となる重要な事実に誤認があるとして、
行政庁の事実認定（ＡＢ間のトラブル、銃所持の目的、ＡのＢに対する加害意
思、Ａの激情性に関する事実認定）をことごとく退け、②裁判所の右認定事実
と銃の凶器としての性質を考慮すれば、本件許可処分時にＢに危害を加えるお
それ（抽象的危険）が認められるとした上で、③要件を充足しない本件許可処
分が行われたのは、Ｙ県側が関係書類の調査や身元調査に当たって、合理的な
調査を怠るとともに、調査で判明した事実の検討を漫然と行ったためである、
と結論づけた（判時1973号128─29頁）。
調査検討の懈怠としては、①轢過事件の関係書類を十分に調査していない
点、②初めて熟慮意見が報告されたにもかかわらず特段の調査をしなかった
点、③通常行うべき銃刀法関係事務処理要領に則った身元調査を行っていない
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点、④本件許可処分に際して最有益な資料となりえた被害者宅からの意見聴取
を控えた点を重視している。本件の事務処理要領は、身元調査に際して「付近
住民、友人、勤務先等について幅広く行い、申請者の性格、行状、生活環境、
用途目的等について調査を行うこと」と規定していたところ、本件の調査は、
近隣三軒の聞き込みにとどまり、被害者宅やＡが年前に退職した勤務先から
の聞き込みを欠いていた。事務処理要領は、講学上の行政規則であるため、合
理的理由があれば、Ｙ県がこれと異なる調査をすることも許される（他方で、
それに基づく調査さえ行えば、職務上の義務を履行したと常に認められるわけ
ではない。前掲・北村「判批」頁）。しかしＹ県側が、被害者宅の意見聴取
を控えた理由として、ＡとＢを刺激する可能性があったと説明したところ、本
判決は、「意見聴取を控えるに値するだけの理由が存するとも認められない」
として否定している。
なお、銃刀法に調査義務に関する規定は存在しないものの、本判決は、本件
許可に関する調査について一定の調査義務を課している（前掲・北村「判批」
頁）。とりわけ、「そもそも、一般的に、銃所持許可申請の申請者について、
刑事事件関係書類が存在する場合には、当該事件の内容、性質等を審査に反映
させるべく、関係書類を十分に調査すべきである」、「そもそも身元調査に当た
っては、申請者の性格、環境などをできる限り正確に把握して審査に反映すべ
く、申請者が社会生活を営む上で密接なかかわりを有している人々から広く身
元調査を行う必要がある」、「隣人トラブルを抱えている申請者については、付
近住民からの調査の重要性は高［い］」と述べて、慎重な審査を要求している。
この点につき、前記名古屋地判昭和44年10月31日判時594号82頁（精神分裂病
者が起こしたライフル銃死傷事件）は、警察が本籍地への照会、住居地・勤務
先への聞き込み、本人との面接という当時一般的な調査方法を採ったことを理
由に、調査義務違反はないとし、転職と離婚間もない加害者について、以前の
勤務先や離婚した妻に聞き込みをしなかったという事情を重視しなかった（前
掲・阿部論文152頁は、この点を批判する。）。また、前記大阪地判昭和55年
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月24日判時978号72頁（行きずりの理由なき猟銃射殺事件）は、加害者の性格、
酒癖、犯歴（少年時代の傷害事件）に関して「杜撰な」調査が行われたことを
認定しつつ、仮に適切な事情聴取をしたとしても「許可をするにつき問題とな
りうるような供述を得られたかは極めて疑問」とした。こうした従来の判例と
比較して、本判決は、①一般的により慎重な調査を要求するとともに、②当該
事案の個別事情を重視したものと解される。
．本判決の位置づけ
以上の検討によれば、本判決の特徴は、①銃刀法第条項号の欠格事由
について不許可をする裁量を広く認める解釈（「抽象的危険性」の存在で要件
該当性を認める解釈）を採用した点、②同号に関してやや高度な調査義務を課
した点にあろう。なお本判決後に、銃刀法が改正された（米田雅宏「銃所持の
許可」法学教室337号頁（2008年）、阿部文彦「ダガーナイフ等の所持禁止及
び銃砲行政の厳格化」時の法令1832号32頁（2009年）を参照）。改正法条18
号は、「他人の生命、身体若しくは財産若しくは公共の安全を害し、又は自殺
をするおそれがあると認めるに足りる相当な理由がある者」と規定している。
近隣トラブルについては、今回新たな欠格要件規定が設けられなかったため、
この条18号で対処することが予定されている。ただし、適用に当たって裁量
の幅があることから、警察庁は、「この条項が現場において積極的に運用され
るようにするとともに、都道府県警察に対する具体的な運用の指針としてガイ
ドラインを定めることとしている」という（辻義之「『銃砲刀剣類所持等取締
法の一部を改正する法律』の背景と今後の課題」警察学論集62巻号、─
頁）。
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